
海外に事業拠点を持つ会社は 

要注意！  BEPS 行動計画 7 

社長は

海外事業拠点を持つ会社に影響する場合も 

 OECD（経済協力開発機構）が推進してい

る BEPS（Base Erosion and Profit Shifting

＝税源浸食と利益移転）プロジェクトの行

動計画は 15 ありますが、もし、貴社が海外

に事業拠点を持っているとしたら、「行動計

画 7：恒久的施設（PE）認定の人為的回避

の防止」が影響してくるかもしれません。 

 海外進出の形態はいろいろあります。ま

ずは連絡事務所として駐在員事務所を設置

する段階が初期段階ですが、最初から営業

活動も行えるように支店登記する場合や、

現地の法律に基づき現地子会社を作ること

もあります。海外進出の理由（例：輸出売

上を現地販売に切り替えて利益増を図る）

や背景（例：元請先の海外進出に伴い渋々

従う）によってもどんな事業形態なのかが

違ってきますし、課税関係も変わってきま

す。 

 また、現地に事業拠点を持たない場合で

も、その国の代理店との事業契約の内容如

何では、影響があるケースも考えられます。 

行動計画 7：恒久的施設（PE）認定の人為

的回避の防止とは

行動計画 7は、代理人 PE の要件に該当し

ない販売委託契約の利用や PE と認定され

ない活動のみを行うことによる PE 認定の

人為的な回避に対処するため、モデル条約

の PE の定義の修正を検討しています。 

コスト削減や節税を目的とし、販売にお

けるサプライチェーンの再構築として委託

販売に切り替える方法があります。これは

コミッショネアと呼ばれるものですが、「自

己の名をもって他人のために物品の販売を

業とする者」であり、日本の商法 551 条に

規定する「問屋（といや）」に相当するもの

です。いままで現地子会社の販売としてい

たものをコミッショネア形態に変更し、在

庫リスクや保証リスク等の縮小を理由に利

益を小さくする契約です。 

これに対処するために代理人 PE の定義

拡張や除外規定の制限を提言しています。 

日本企業への影響と経済界の意見

行動計画 7 は、今後、海外進出を拡大し

ている日本企業にも大きな影響を及ぼす可

能性があるものと考えられています。 

日本の経済界からの意見書では、基本的

には BEPS 行動 7 の具体化に向けた OECD の

取り組みを支持していますが、源泉地国に

おける課税強化となり行き過ぎとなる懸念

も示しています。 
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租税逃れする奴がいるから、

種々の規制が後追いで厳し

くなるのだ……。 


